首都機能移転における「地域性」の要件 : ドイツ連邦首相府の文化メディア政策を参照として by 秋野 有紀
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 1） 「移転明記は文化庁のみ　消費者庁・統計局 8 月結論、政府方針」、日本経済新聞電























ディア担当（Beauftragte der Bundesregierung für Kultur und Medien、以下、
BKM と略す。日本では「文化メディア庁」と呼ばれることもある）と連邦文






（下巻）2004 年、九州大学出版会、pp. 118-119 を参照した。




 4） 1990 年の東西ドイツ再統一を機にドイツでは、旧西独の首都ボンからベルリンへ
の首都機能移転の議論が本格化し、1991 年の連邦議会のベルリン移転決議を経て、
1999 年 9 月に移転が実施されている。
 5） 原田、上掲書、p. 119。
 6） 原田、上掲書、pp. 117-136 の他、東京都議会議会局『首都機能再配置の海外事例』、
1994 年、pp. 88-104, Günther Dahlhoff: „Konrad Adenauer. Innenpolitik 1949-
53 und ihre Bedeutung“, Marburg, 2015, Fabian Leber: „Kulturpolitik aus dem 
Kanzleramt. Die Kulturpolitik der Regierung Schröder 1998-2002“, Marburg, 2010
などを主に参照した。ドイツでの首都機能移転の議論は 1999 年を境に一気に沈静
化し、論考の数も少なくなっていく。


























ドイツ全土の公的文化支出は連邦統計局によると 2014 年現在 94 億ユーロであり、
内訳は連邦が 13.3%、州が 41.9％、自治体が 44.8％となっている。連邦の占める割
合は BKM 設置以降、年々大きくなっており、それに比例するかのように BKM の
文化政策における存在感も増してきている。ただし BKM も今回の広報冊子におい
て、文化は第 1 に州の責務であり、連邦はドイツ全土に関わる案件にしか関与しな
いと改めて記載している。Vgl. Presse- und Informationsamt der Bundesregierung: 
Im Bund mit der Kultur. Kultur- und Medienpolitik der Bundesregierung, Berlin, 
Aug. 2016., SS. 5f.
 9） ちなみに主要国で、文化行政担当省庁が首都以外の場所にも置かれている国には
オランダやカナダがある。オランダは、憲法上の首都はアムステルダムだが、首
都機能自体は、デン・ハーグに集中しており、文化行政担当省庁（Ministry of  






















本経済新聞電子版、2015 年 9 月 2 日付。
11） 「文化庁の京都移転、年内に時期・費用負担詰め」、日本経済新聞電子版、2016 年 3





は焼け太りだ」、日本経済新聞電子版、2016 年 3 月 28 日付。
12） 2015 年 9 月には 42 道府県から 69 機関の提案があったが、京都府が文化庁や国立美




















電子版、上掲記事、2015 年 9 月 2 日付。また国宝の約 5 割が関西に集中している
ことなどを考慮し、文化財の保護や海外発信を担う司令塔として文化庁を京都に移
すメリットが大きいと判断されたのではないかとも報じられている。日本経済新聞



























































































































































































































していたとされ、この内務省の所掌業務は、BKM の設置時にすべて BKM へと移
ることになった。この点に関しては 2016 年 8 月 25 日と 28 日にヒルデスハイム大
学文化政策研究所所長のヴォルフガンク・シュナイダー教授と BKM の担当者にそ
れぞれ話を聞いた。
28） 初代 BKM はベルント・ナウマンで、BKM の設置は 1998 年の選挙戦の公約の 1























も可能であるという。2017 年度の BKM 予算としては、前年比 5.8％増（約
7,400 万ユーロ）の 13 億 5,000 万ユーロが議会で承認された29）。
会は外務省所管となっているが、ドイツがこれまで積極的に申請してこなかった無
形文化遺産に関しては、所管は BKM となったようで、「世界遺産」というひとつ










29） 2016 年度の文化庁予算は 1,039 億円である。文化庁ホームページ http://www.
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出典） Beauftragte für Kultur und Medien より筆者作成。2016 年 8 月 1 日に組織変更があり K2 の
K25 課が独立し、5 つの課を持つグループ K5 が新設された30）。
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bunka.go.jp/seisaku/bunka_gyosei/yosan を参照した（2016 年 8 月 29 日最終閲覧）。
また BKM の主な助成先は、民法上の財団法人であり世界有数の予算を持つ連邦
文化財団（2016 年度予算約 3,500 万ユーロ）、公法上の財団法人でベルリン都市州
文化省の所管にあるものの BKM も助成を行っているプロイセン文化財団（同年








































































































































ユリアン・ニダ = リューメリン（Julian Nida-Rümelin）のイニシアティヴで
















32） Vgl. Regierungserklärung, 18.01.1973.

























































































































































版、2016 年 7 月 23 日付。
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でも人口や諸機能を複数の中心的都市に分散配置して成り立っている多極分散
型国家であるという点だ。民間企業を中心とした産業や公教育機関を含め、国
土の基幹部分を支えるこのような分散・分権構造がすでに定着しているからこ
そ、日本の首都機能移転の議論に見られるような国家による積極的な「地方再
活性化」への視線をそれほど感じられないと考えることも出来る。
　しかし首都機能移転の議論において何を重視するかに着目することで今回浮
かび上がってきたこれらの相違は、それぞれの国がその時代ごとに自らの置か
れた状況と課題を的確に分析し、他国の先例に表面的に倣うことなく自国の
「目的」を見定めているからこそ生じるものでもある。このようにドイツの首
都機能移転や分都構想を参照事例として観察してみると、地方主導で移転先の
提案を出しその際「地域性」をも考慮に入れた首都機能移転を行っていこうと
する日本のプロセスは、日本の事情を反映した独自性の工夫を感じさせるもの
であり極めて興味深いと言えないだろうか。行政機能を 2 都市のみに集約し、
人材を削減しつつ移動を完成させたドイツの「分都構想」は混乱を最小限に抑
えた。他方、最終的な決定は政府によってなされるとしても、移転先を地方か
らの提案として募り、そこに「地域性」が強く反映される日本の首都機能の移
転は、日本各地に様々な首都機能を分散させかねないために一時的には混乱を
招くかもしれないし、効率的な移転の手法を今後見定めていく必要はあるもの
の、ひょっとするとその地域の特長を伸ばし地方を再生する契機となる首都機
能移転になっていくのかもしれない。その際は、ドイツの公務員制度が職員の
個人的なライフプランとの両立に配慮していたように、勤務地の移動が職員の
生活に与える影響にどのように対応するのかが今後の課題になるであろうが、
そうした明るい可能性の方に議論と移転が進むことを願って「目的」と「手
法」の妥当性を見定めつつ、今後も考察を続けていきたい。
